
 

 

 

 

 

2022 年６月 27 日 

各 位 

会 社 名  Ｆ Ｉ Ｇ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長  村井 雄司 

（コード：4392 東証プライム 福証） 

問合せ先  取締役常務執行役員  岐部 和久 

  (TEL．097－576－8730) 

 

 

第三者割当による第２回～第４回新株予約権（行使価額固定型）の発行及び 

新株予約権買取契約（ターゲット・イシュー・プログラム「TIP」）の締結に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年６月 27 日開催の取締役会において、第２回乃至第４回新株予約権（以下個別に又

は総称して「本新株予約権」といいます。）の発行、及び金融商品取引法による届出の効力発生を条件

として、割当予定先（下記「（７）「募集又は割当方法」において定義します。）との間で新株予約権買

取契約（ターゲット・イシュー・プログラム「TIP」※）を締結することを決議いたしましたので、以

下のとおりお知らせいたします。 

 

１．募集の概要 

（１） 割当日 2022年７月 13日 

（２） 発行新株予約権数 30,000個 

第２回新株予約権 20,000個 

第３回新株予約権 5,000個 

第４回新株予約権 5,000個 

（３） 発行価額 総額 4,330,000 円（第２回新株予約権１個当たり 200 円、第３回

新株予約権１個当たり 45円、第４回新株予約権１個当たり 21円） 

（４） 当該発行による 

潜在株式数 

3,000,000株（新株予約権１個につき 100株） 

第２回新株予約権 2,000,000株 

第３回新株予約権 500,000株 

第４回新株予約権 500,000株 

なお、第２回新株予約権の行使においては、当社が保有する自己株

式 1,918,200株を優先的に活用いたします。 

（５） 調達資金の額 1,399,580,000円（差引手取概算額）（注） 

（６） 行使価額 当初行使価額は、第２回新株予約権が 400 円、第３回新株予約権

が 550円、第４回新株予約権が 650円です。 

本新株予約権については、いずれも行使価額の修正は行われませ

ん。なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、本新株予約

権の行使価額は、本新株予約権の発行要項に従って調整されるこ

とがあります。 

（７） 募集又は割当方法 

（割当予定先） 

マッコーリー・バンク・リミテッド（以下「割当予定先」といいま

す。）に対して、第三者割当の方法によって行います。 

（８） 新株予約権の行使期間 2022年７月 14日から 2024年７月 16日までとする。 

（９） その他 

1) 上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出

書の効力が発生することを条件とします。 

2) 当社は、割当予定先との間で、本新株予約権に関する金融商品

取引法に基づく届出の効力発生後に、本新株予約権に係る買

取契約（以下「本買取契約」といいます。）を締結する予定で
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す。 

3) 本買取契約においては、割当予定先が当社取締役会の事前の

承諾を得て本新株予約権を譲渡する場合、割当予定先からの

譲受人が本買取契約の割当予定先としての権利義務の一切を

承継する旨が規定される予定です。 

（注）本新株予約権に係る調達資金の額は、本新株予約権の発行価額の総額に、当初の行使価額に基

づき全ての本新株予約権が行使されたと仮定して算出した本新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の総額を合算した額から、本新株予約権の発行に係る諸費用の概算額

（4,750,000 円）を差し引いた金額です。行使価額が調整された場合には、当該調達資金の額

は変動いたします。また、本新株予約権の行使期間内に全部若しくは一部の本新株予約権の行

使が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消却した場合に、当該調達資金の額は

減少します。 

※ ターゲット・イシュー・プログラム「TIP」 

本新株予約権については、ターゲット・イシュー・プログラム「TIP」を採用しております。こ

の手法は、当社が新株式の発行に際して希望する目標株価（ターゲット価格）を定め、これを

行使価額として設定した新株予約権です。これは、将来の株価上昇を見越し、異なる行使価額

によって、段階的に新株式を発行（ターゲット・イシュー）できることを期待して設定したも

のです。 

 

２．募集の目的及び理由 

（１） 資金調達の主な目的 

当社グループは、Society5.0「デジタル革新と多様な人々の想像・創造力の融合によって、社会課

題を解決し、価値を創造する社会」による未来を創造しています。 

当社グループの経営理念は「想像と技術と情熱で快適な未来を創造」であり、Society 5.0の実現

に向けて IoT分野において社会と人の役に立つこと、そして笑顔が溢れる持続可能な社会の実現に貢

献することを目指しております。あらゆるモノがインターネットにつながる IoT(Internet of Things)

は、技術の進化とともに普及が進み、生活やビジネスなどでも身近な存在となってきており、今後も

モノとインターネットの融合により新たな付加価値の創造により人手不足の問題解消などに役立つ

ことが期待されており、IoT市場は更に拡大することが見込まれています。 

当社グループの事業は、IoT・マシーン・スマートシティと３つのセグメントに区分しております

が、中核は IoT事業であり、マシーン事業が IoTに必要なモノづくりの技術領域をカバーしているこ

とからロボット市場への参画を可能としており、スマートシティ事業は長期安定収益と実証フィール

ドの提供など、それぞれのセグメントがパズルのように組み合わさって IoT事業を支えており、ハー

ドウェア・ソフトウェア・通信インフラの技術を保有していることが当社グループの強みとなってお

ります。 

【セグメントの概要】 

（IoT） 

携帯通信のインフラを活用した MVNO事業者として、IoTデバイス導入による SaaS（Software as 

a Service）型クラウドサービスを展開しております。主なサービスとして、音声通話システム・

動態管理システム・バス運行管理システム・タクシー配車システム・決済システム・ホテルマル

チメディアシステムを提供しております。 

（マシーン） 

半導体関連製造装置及び金型や自動車搭載関連装置の製造及び販売を主事業とし、IoTに必要な

モノづくりの技術領域としてロボット製造に本格的参画を予定しております。 

（スマートシティ） 

主にマンション等の不動産賃貸事業で、30 年一括借上契約の長期安定収益とスマートシティの

実証フィールドとして IoTを支える事業です。 

2022年２月には、中期経営計画（FY2022～FY2024）を初めて市場に開示しました。FY2024を最終年

度として企業価値「倍増への挑戦」をテーマに掲げ、新たな成長ステージに向けた取組みを実施して
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まいります。本中期経営計画では、計画期間（FY2022～FY2024）を新たな成長基盤の確立ステージと

捉えており、基盤事業（IoT×SaaS）の拡大と成長事業（ペイメントとロボット）への積極投資を掲げ

ております。同計画において、サブスク売上高（月額定額制のサブスクリプションモデル）と営業利

益を重要な KPI として設定しており、FY2024 はサブスク売上高 50 億円（FY2021 比で 26％増）以上、

営業利益 11億円（FY2021 比で 94％増）以上を目標設定しております。 

当社グループは、フロー＆サブスクのビジネスモデル（モノ売りからのサービス展開）から、モノ

とサービスを一体として月額定額制にしたサブスクリプションモデルへの移行を推進してきました。

現在、基盤事業（IoT × SaaS）の月額サービス契約数は約 21万件となり、当社グループの安定収益

基盤となっております。主力市場は物流他・タクシー・バス・ホテルであり、2021 年 12 月時点での

IoTシステム導入シェア（当社試算）は、物流他は約 93,600台（IP無線車載機タイプシェア NO1、メ

インのトラック車両数約 750 万台）、タクシーは約 27,700 台（シェア 13%、タクシー車両数約 22 万

台）、バスは約 10,700 台（シェア 21％、路線バス車両数約５万台）、ホテルは約 79,000 室（シェア

7%、ホテル客室数約 110万室）となっており、特定の分野やサービスにおいてはリーディングカンパ

ニーとなることを目指しております。近年、IoT などの活用により商品やサービスのデジタル化が急

速に進展するとともに、顧客の価値観は、「モノからコト」へ「所有から利用」へと変化しており、顧

客との関係を継続的に維持発展するためには、顧客のニーズに合ったサービス追加とともに柔軟なプ

ライシングが重要であると考えております。当社グループの基盤事業（IoT×SaaS）は、IoTデバイス

をゲートウェイとしてクラウドに繋ぎ、データ活用によるソフトウェアサービスであり、これらをサ

ブスクリプションモデルでの展開を加速することでサブスク売上高が伸長し、更なる安定的な収益基

盤を構築することができます。 

また、成長事業への積極投資を掲げるペイメントは、基盤事業（IoT×SaaS）とのシナジー効果が高

く、得意とする公共交通サービスについては、ペイメントサービスが他の配車サービスや運行管理サ

ービスを牽引しております。現在のペイメントの主力市場はタクシーですが、今後はバスの区間運賃

決済（乗車・降車）や自治体 DXなど大きな成長余地があると考えています。また、当社グループが開

発した沖縄本島 IC 乗車券システム（バスとモノレール）は、発行枚数 47 万枚を超えておりますが、

現在、商業拡張をすすめており、地域戦略として OKICAを沖縄の地域マネーへと発展させたいと考え

ています。当社グループは、動態サービスとペイメントサービスの両方をカバーできる強みを持って

おり、キャッシュレスプラットフォームを構築し、既存商品やコンテンツをキャッシュレスプラット

フォームに繋ぎ、毎日使われるサービス MaaS（Mobility as a Service）への展開もすすめていく方

針であり、ペイメントに積極的に投資をすることで、基盤事業（IoT×SaaS）の顧客基盤拡大が図れる

と考えております。 

もう一つの成長事業への積極投資に掲げるロボットについては、当社グループにとっても新たな事

業です。まずはロボットに命を吹き込む仕事であるロボットのシステムインテグレーターとして経験

を積み、大手メーカーとの共同開発でモバイルマニピュレーターを商品化するとともに、自社オリジ

ナルの搬送ロボットも開発し、サービスの改良をすすめてきました。国内労働人口が減少する中で、

無人化・省人化など産業用ロボット市場は拡大することが予想されておりますが、ロボットのシステ

ム開発だけでなく製造面や上位システム連携など、IoT 事業とマシーン事業の技術連携が必要な分野

であり、工場所有やホテル事業者などの顧客基盤もあることから、将来のグループ事業の柱の一つと

しての投資分野と考えております。2022年２月には、純国産の自律搬送ロボットベンチャーと資本業

務提携を締結しました。ロボットは、従来の人手不足を解消する目的のための無人化や省人化の促進

といった意味だけでなく、新型コロナ感染拡大に伴い BCP（事業継続計画）といった観点からも注目

が集まっています。有事においても物流や生産を止めないことは社会的責任であり、ロボットは今ま

でより早いスピードで導入がすすんでいくことは確実で、多品種少量生産など顧客ニーズに対応した

生産ラインの中で、ベルトコンベアの代わりにロボットが搬送を担うなど活用領域が広がっていきま

す。ロボットベンチャーとの業務提携については、GTP 型(棚搬送ロボット)を主力商品にしておりま

すが、国内での競合は少なく、中国など海外メーカーが先行しているものの、海外リスク懸念や日本

独自の現場環境、既存施設とのアジャストなどのカスタマイズ対応やアフターケアなど国内メーカー

への期待度が高く、純国産のロボットには大きな成長機会があります。本業務提携の内容につきまし

ては、機構及び電気設計の技術提携とソフトウェア分野の技術提携並びに当社グループへのロボット
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製造委託であり、ロボット開発のスピードを加速・高度化していくことで実証実験段階から、現実に

利用が可能な実用化に向けてロボットを普及させ、純国産搬送ロボットの国内トップシェアの企業間

連携を目指しております。また現状、ロボットについては、工場などに導入する際は設備の一部とし

て購入をいただいておりますが、将来的にはロボットについてもサブスクリプションモデルでの導入

を推進したいと考えております。 

当社は、このようにグループの成長戦略を実現するためには、月額定額制のサブスクリプションモ

デルへの移行を加速することが重要であると考えており、これを実現するために必要と考えられる資

金確保を検討してまいりました。資金調達を行うに際して、下記「（２）資金調達方法の概要 及び選

択理由」に記載のとおり多様な比較検討を行い、その一つとしてエクイティ性資金の調達について検

討を進めてまいりました。 

その結果、当社は本新株予約権の発行によるターゲット株価に合わせた資金調達が、将来的な企業

価値向上と既存株主をはじめとするステークホルダーの利益に資するものと判断いたしました。現時

点で調達を予定している金額とその使途については下記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定

時期（２）調達する資金の具体的な使途」をご参照ください。 

なお、今般の資金調達においては、第２回新株予約権の行使の結果交付されることとなる当社株式

には、資本効率の向上を目的として、自己株式を優先的に充当する予定です。当社は、本資金調達が

当社の資金需要をみたすものであるとともに資本効率の向上及び取得する自己株式の有効活用方法

として適切であると判断し、本新株予約権の発行を決定しております。 

 

（２） 資金調達方法の概要及び選択理由 

本資金調達は、当社が割当予定先に対し本新株予約権を割り当てることにより、割当予定先による

本新株予約権の行使に伴う段階的な資金調達による資本の拡充を目的とするものです。 

様々な資金調達手法の中から資金調達手法を選択するにあたり、当社は、当社の資金需要に応じた

資金調達を図ることが可能な手法であるかどうかを主軸に検討を行い、以下に記載した「＜本資金調

達方法のデメリット＞」及び「＜他の資金調達方法との比較＞」を踏まえ、本新株予約権による資金

調達が、当社のニーズを充足し得る現時点における最良の選択であると判断いたしました。 

＜本資金調達方法のメリット＞ 

① 固定行使価額（ターゲット株価）による調達 

株価の上昇局面において効率的かつ有利な資金調達を実現するため、新株予約権を３回のシリ

ーズに分け、予め将来の株価上昇を見込んで３通りの行使価額を設定しております。３通りの

行使価額の設定は、株価が上昇したタイミングで予め設定したターゲット株価で資金調達を達

成し、調達した資金を用いて当社企業価値を向上させることにより、更なる株価上昇と次のタ

ーゲット株価における資金調達を目指す、というサイクルを企図しております。なお、行使価

額については、当社の株価、事業、財政状態及び経営成績についての割当予定先であるマッコ

ーリー・バンク・リミテッドの見通しを示すものではありません。 

② 対象株式数の固定 

本新株予約権の対象株式数は、発行当初から本新株予約権の発行要項に示される3,000,000株

で固定されており、将来的な市場株価の変動によって潜在株式数が変動することはありません。

なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、本新株予約権の発行要項に従って調整され

ることがあります。 

③ 取得条項 

本新株予約権について、当社取締役会の決議に基づき、本新株予約権の払込期日の翌日以降い

つでも、15取引日前までに本新株予約権者に通知することによって残存する本新株予約権の全

部又は一部を本新株予約権の発行価額相当額で取得することができる設計となっております。

これにより、将来的に当社の資金ニーズが後退した場合や資本政策方針が変更になった場合な

ど、本新株予約権を取得することにより、希薄化を防止できる他、資本政策の柔軟性が確保で

きます。 

④ 譲渡制限 

本新株予約権は、割当予定先に対する第三者割当の方法により発行されるものであり、かつ本
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買取契約において譲渡制限が付される予定であり、当社取締役会の承認がない限り、割当予定

先から第三者へは譲渡されません。 

⑤ 資金調達のスタンバイ（時間軸調整効果） 

株式及び新株予約権の発行手続きには、有価証券届出書の待機期間も含め通常数週間を要しま

す。よって、株価が目標価格に達してから準備を開始しても、発行まで数週間を要し、かつそ

の期間中の株価変動等により、当該目標株価における機動的かつタイムリーな資金調達機会を

逸してしまう可能性があります。これに対し、それぞれのターゲット価格を設定した本新株予

約権を予め発行しておくことにより、当該ターゲット株価における資金調達をスタンバイさせ

ることができます。 

 

＜本資金調達方法のデメリット＞ 

① 株価下落・低迷時に行使が進まない可能性 

新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、行使価額に行使個数

を乗じた金額の資金調達が達成されます。本新株予約権の行使価額（第２回は 400円、第３回

は 550円、第４回は 650円）は、当社の希望により、いずれも現時点の当社株価よりも高く設

定されており、当社株価がこれらの行使価額を下回って推移した場合は権利行使がされず、資

金調達ができない可能性があります。 

② 不特定多数の新投資家へのアクセスの限界 

第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資

金調達を募るという点において限界があります。 

③ 割当予定先が当社普通株式を市場売却することにより当社株価が下落する可能性 

割当予定先の当社普通株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、割当予定先が本

新株予約権を行使して取得した株式を市場売却することを前提としており、現在の当社普通株

式の流動性に鑑みると、割当予定先による当社普通株式の売却により当社株価が下落する可能

性があります。 

④ 買取請求 

本買取契約には、割当予定先は、一定の条件を満たした場合、それ以後いつでも、その選択に

より、当社に対して書面で通知することにより、本新株予約権の全部又は一部を買い取ること

を請求することが出来る旨が定められる予定です。一定の条件とは、以下の事由のいずれかが

存在する場合をいいます。 

(i) いずれかの取引日において、その直前20連続取引日間の取引所における本株式の普通取引

の出来高加重平均価格が、2022年６月24日の取引所における本株式の普通取引の終値の

50％（154円）（但し、それぞれの本新株予約権の発行要項第11項により行使価額が調整さ

れる場合は、当該行使価額の調整に応じて適宜に調整されるものとします。）を下回った

場合、 

(ii) いずれかの取引日において、その直前20連続取引日間の本株式の１取引日当たりの取引所

における普通取引の平均売買代金が、2022年６月24日（なお、同日を含む。）に先立つ20

連続取引日間の本株式の１取引日当たりの取引所における普通取引の平均売買代金の

50％（28,640,148円）を下回った場合、又は 

(iii) 取引所における本株式の取引が５連続取引日以上の期間にわたって停止された場合、 

割当予定先が当社に対して本新株予約権の買取請求を行った場合には、本新株予約権の行使

による資金調達が行われないことにより、資金調達額が当社の想定額を下回る可能性があ

り、また、本新株予約権の払込金額と同額の金銭の支払いが必要になることにより、本新株

予約権による最終的な資金調達額が減少する場合があります。 

 

＜他の資金調達方法との比較＞ 

当社が本資金調達を選択するに際して検討した他の資金調達方法は以下のとおりです。 

① 公募増資 
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株式の公募増資は、資金調達が当初から実現するものの、同時に１株当たり利益の希薄化を一

度に引き起こすため、株価に対する直接的な影響がより大きいと考え、今回の資金調達方法と

しては適切でないと判断いたしました。 

② 株主割当増資 

株主割当増資では、既存株主持分の希薄化は払拭されますが、調達額が割当先である既存株主

の参加率に左右されることから、当社の資金需要の額に応じた資金調達が困難であるため、今

回の資金調達方法としては適切でないと判断いたしました。 

③ 新株式発行又は自己株式の売出しによる第三者割当増資 

第三者割当による新株式発行又は自己株式の売出しは、即時の資金調達の有効な手法となりえ

ますが、公募増資と同様、発行又は売出しと同時に１株当たり利益の希薄化を一度に引き起こ

すため、株価に対する直接的な影響が大きいと考え、今回の資金調達手法としては適当でない

と判断いたしました。 

④ MSCB 

株価に連動して行使価額が修正される転換社債型新株予約権付社債（いわゆる MSCB）の発行条

件及び行使条件は多様化していますが、一般的には、転換により交付される株数が転換価額に

応じて決定されるという構造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定せず、

転換価額の下方修正がなされた場合には潜在株式数が増加するため、株価に対する直接的な影

響が大きいと考えられることから今回の資金調達方法としては適当でないと判断いたしまし

た。 

⑤ MSワラント 

株価に連動して行使価額が修正される新株予約権（いわゆる MS ワラント）は、潜在株式数は予

め固定されているものの、行使価額の下方修正がなされた場合には、当初予定していた金額の

資金を調達することができない可能性があり、また現状対比低い株価で新株式が発行されるこ

とにより、当社の株価に悪影響を与える恐れがあります。 

⑥ 新株予約権無償割当による増資（ライツ・オファリング） 

いわゆるライツ・オファリングには、金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメン

ト型ライツ・オファリングと、そのような契約を締結せず、新株予約権の行使が株主の決定に

委ねられるノンコミットメント型ライツ・オファリングがありますが、コミットメント型ライ

ツ・オファリングについては、引受手数料等のコストが増大することが予想され、今回の資金

調達方法として適当でないと判断いたしました。また、ノンコミットメント型ライツ・オファ

リングについては、上記②の株主割当増資と同様に、調達額が割当先である既存株主又は市場

で新株予約権を取得した者による新株予約権の行使率に左右されることから、ライツ・オファ

リングにおける一般的な行使価額のディスカウント率を前提とすると当社の資金需要の額に

応じた資金調達が困難であるため、今回の資金調達手法としては適当でないと判断いたしまし

た。 

⑦ 社債又は借入による資金調達 

低金利環境が継続する中、負債調達における調達環境は良好であるものの、社債又は借入に

よる資金調達では、調達金額が全額負債として計上されるため、財務健全性が低下する可能

性があることから、今回の資金調達手法としては適当でないと判断いたしました。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１) 調達する資金の額 

払込金額の総額 1,404,330,000円 

発行諸費用の概算額 4,750,000円 

差引手取概算額 1,399,580,000円 

（注）１．払込金額の総額は、本新株予約権の払込金額の総額（4,330,000 円）に本新株予約権の行

使に際して払い込むべき金額の合計額（1,400,000,000 円）を合算した金額です。上記差

引手取概算額は、上記払込金額の総額から、発行諸費用の概算額を差し引いた金額です。 

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 
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３．発行諸費用の概算額は、主に、新株予約権算定評価報酬費用、変更登記費用等、弁護士費

用等の合計額であります。 

４．本新株予約権の行使価額が調整された場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は増

加又は減少します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が

本新株予約権を消却した場合には、上記差引手取概算額は減少します。 

 

（２) 調達する資金の具体的な使途 

上記差引手取概算額 1,399百万円の具体的な使途及び支出予定時期は以下のとおりです。 

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期 

サブスクリプションモデルによる

IoT デバイス等のリース投資資産

の新規投資 

1,399 2022年７月～2024年 12月 

当社は上記のとおり、本資金調達による資金調達予定額 1,399百万円については、その全額をサブ

スクリプションモデルによる IoTデバイス等（IP無線機、決済端末、その他通信機器）のリース投資

資産(所有権移転外ファイナンス・リース取引)の新規投資に充当する予定です。 

テクノロジーの進化や新たなビジネスモデルなど、めまぐるしく変化するビジネス環境においては、

常に最新の技術を活用した最適な IoTデバイスの開発と新サービス展開に伴うソフトウェア開発が必

要となり、導入を加速するためには、リース投資資産として顧客の初期投資を抑えたサブスクリプシ

ョンモデルでのサービス展開が最善であると考えております。 

成長事業と位置付けるペイメントについてはキャッシュレスプラットフォームの基盤構築をすす

めており、同プラットフォームで決済・乗車券・ポイント・データ活用など様々なクラウドサービス

を展開するため、センター集約型の ABT方式（Account Based Ticketing）によるシステム構築や EMV

コンタクトレス（非接触 IC決済）の transit対応（交通系のコンタクトレス決済）の開発をすすめて

いく予定であり、新たな IoTデバイスについても開発中です。また、ロボットについても工場等で活

用されている搬送用ロボットは、まだ限られた用途での活用やクローズネットワークでの活用に限定

されているものが多いのが現状ですが、将来的にはクラウド活用促進などに変化し、ロボットと IoT

の技術の融合がすすむことでロボットの活用領域も広がっていくと考えており、ビジネスモデルとし

てもサブスクリプションモデルでの導入を推進したいと考えております。 

当社グループは、中期経営計画の最終年度である FY2024にサブスク売上高 50億円以上を計画して

おり、FY2021 比で 10 億円以上のサブスク売上高の上積みをしたいと考えております。当社のサブス

クリプションモデルによる標準的な契約期間は約５年間であり、IoTデバイス・ソフトウェア・通信・

クラウド利用料を一体としたプライシングにより月額定額料による利用を提供しております。年間の

サブスク売上高を 10 億円上積みすると想定した場合、フロービジネスに換算すると５年間分で約 50

億円の売上高であり、これを実現するために必要と想定している IoTデバイスのリース投資資産の新

規計上分は約 15億円（IoT商材の平均的な原価構成から算出）ですが、IoTデバイスだけでなくロボ

ットについてもサブスクリプションモデルでの導入を推進するためリース投資資産の新規計上分は

15億円～20億円を想定しております。 

現在のフロービジネスをサブスクへの移行を加速するため、ソフトウェア開発は自己資金を活用し、

IoTデバイス等のリース投資資産の新規投資予定額の 15億円～20億円のうち、約 14億円については

調達資金にて充当する予定です。当社グループは、時間とともに変化する顧客のニーズの変化を捉え

て、その時々に応じたサービスに必要となる IoTデバイスに対して優先的に資金を投下してまいりま

す。そのため、現時点においては投資する IoTデバイスの種類と時期について明確に確定しておりま

せんが、2022年 7月～2024年 12月の間で、できるだけ早期の資金投下を目指しております。これに

より、当社グループのサービスについて価格競争力の強化が図れるとともに、グループの成長過程に

おいて事業拡大の促進につながる有効な資金投下となることから、中期経営計画の目標達成に寄与す

ると考えております。 

また、支出予定時期までの資金管理については、当社預金口座で適切に管理する予定であります。 

なお、本新株予約権の行使の有無は本新株予約権者の判断に依存するため、本新株予約権の行使期

間中に行使が行われず、本新株予約権の行使による資金調達ができない場合があります。その場合、
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不足分は自己資金の充当、借入等の方法により対応する予定です。 

当社は、本新株予約権の行使が将来的な企業価値向上に繋がるとの考えから、本件行使を促進する

ため、事業拡大はもとよりＩＲ活動を強化してまいります。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

今回のファイナンスにより調達した資金を、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期

（２）調達する資金の具体的な使途」に記載の使途に充当することで、一層の事業拡大、収益の向上

及び財務体質の強化を図ることが可能となり、結果として当社の中長期的な収益向上及び企業価値向

上に寄与するものであると考えていることから、かかる資金使途は合理的なものであると考えており

ます。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１) 発行条件が合理的であると判断した根拠及びその具体的内容 

当社は、本新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で締結する予定の第三者割当契約に定めら

れる諸条件を考慮した本新株予約権の価格の評価を第三者算定機関である株式会社 Stand By C（東京

都千代田区霞が関三丁目２番５号 霞が関ビルディング 17F 代表取締役 松本久幸）（以下、「Stand By 

C」といいます。）に依頼しました。 

当該算定機関は、価格算定に使用する価格算定モデルの決定にあたって、ブラック・ショールズ・

モデルや二項モデルといった他の価格算定モデルとの比較及び検討を実施した上で、本新株予約権の

発行要項及び割当予定先との間で締結予定の本買取契約に定められたその他の諸条件を相対的に適

切に反映できる価格算定モデルとして、一般的な価格算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーシ

ョンを基礎として、本新株予約権の評価を実施しております。また、当該算定機関は発行決議日現在

の市場環境、当社普通株式の流動性、当社の資金調達需要、割当予定先の権利行使行動等を考慮した

一定の前提（割当予定先による権利行使及び株式売却が当社株式の出来高の一定割合の株数の範囲内

で実行されること等を含みます。）を置き、本新株予約権の評価を実施しています。 

当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額を参考に、割当予定先との間での協議

を経て、本新株予約権１個当たりの発行価額を当該評価額と同額である金 200円（第２回新株予約権）、

金 45円（第３回新株予約権）、金 21円（第４回新株予約権）としています。当社は、本新株予約権の

発行価額の決定にあたっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可能性のある事象を前提

として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュ

レーションを用いて公正価格を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理的な公正価格

であると考えられ、当該評価額と同額で決定される本新株予約権の発行価額は有利発行には該当せず、

適正かつ妥当な価額であると判断いたしました。 

また、当社監査等委員会から、本新株予約権の発行価額は、上記算定根拠に照らした結果、割当予

定先に特に有利な金額には該当せず、また、上記のような取締役会の判断過程についても不合理な点

は認められないことから、本新株予約権の発行が有利発行に該当しないことに係る適法性についての

取締役会の判断は相当である旨の意見を得ております。 

 

（２) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

全ての本新株予約権が行使された場合に交付される当社の普通株式の数は 3,000,000株（当該株式

に係る議決権数は 30,000 個）であるところ、本第２回新株予約権が行使された場合に交付される当

社の普通株式については、自己株式 1,918,200株を充当する予定であり、全ての本新株予約権が行使

された場合に発行される当社の普通株式の数は 1,081,800株となります。 

2021 年 12 月 31 日現在における当社の発行済株式総数 31,176,015 株（当該株式に係る議決権数は

292,123 個）を分母とする希薄化率は 3.47％（議決権数に係る希薄化率は 10.27％）となります。ま

た、全ての本新株予約権が行使された場合に交付される当社の普通株式の数 3,000,000株に対し、当

社過去６か月間における１日当たり平均出来高は 104,323株、過去３か月間における１日当たりの平

均出来高は 107,831株及び過去１か月間における１日当たりの平均出来高は 167,270株となっており

ます。したがって、市場で売却することによる流通市場への影響は、行使期間である２年間（年間取
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引日数：245日/年営業日で計算）で行使して希薄化規模が最大になった場合、１日当たりの売却数量

は 6,122株（過去６か月間における１日当たりの平均出来高の 5.87％）となることから、当社株式は、

本新株予約権の目的である株式の総数を勘案しても一定の流動性を有していると判断しており、本新

株予約権の行使により発行された当社株式の売却は当社株式の流動性によって吸収可能であると判

断しております。 

また、本新株予約権には、当社の判断により、残存する新株予約権を取得できる旨の取得事由が定

められているため、将来何らかの事由により資金調達の必要性が低下した場合又は本新株予約権より

有利な資金調達方法が利用可能となった場合に、必要以上の発行株式数の増加が進行しないように配

慮されております。 

以上の点を勘案し、本新株予約権の発行数量及び株式の希薄化の規模は、合理的であると考えてお

ります。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１） 割当予定先の概要 

（１） 
名 称 

マッコーリー・バンク・リミテッド 

（Macquarie Bank Limited） 

（２） 所 在 地 Level ６, 50 Martin Place, Sydney NSW 2000, Australia 

（３） 代表者の役職・氏名 会長 G.R. スティーブン AC (G.R. Stevens AC) 

CEO S.グリーン（S. Green） 

（４） 事 業 内 容 商業銀行 

（５） 資 本 金 9,562百万豪ドル（879,704百万円） 

（2022年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1983年４月 26日 

（７） 発 行 済 株 式 数 普通株式 674,817,171株 （2022年３月 31日現在） 

（８） 決 算 期 ３月 31日 

（９） 従 業 員 数 17,209人 (2022年３月 31日現在） 

（10） 主 要 取 引 先 個人及び法人 

（11） 主 要 取 引 銀 行 ― 

（12） 大 株 主 及 び 

持 株 比 率 
Macquarie B.H. Pty Ltd. 100% 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び

関係会社との間には、特筆すべき資本関係はありません。 

 人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び

関係会社との間には、特筆すべき人的関係はありません。 

 取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び

関係会社との間には、特筆すべき取引関係はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該

会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しま

せん。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 

連 結 純 資 産 940,262百万円 1,187,283百万円 1,515,780百万円 

連 結 総 資 産 14,945,328百万円 18,293,297百万円 29,494,618百万円 
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１株当たり連結純資産(円) 1,482.22 1,466.28 1,759.74 

連 結 純 収 益 407,907百万円 590,098百万円 805,975百万円 

連 結 営 業 利 益 125,241百万円 193,859百万円 309,348百万円 

連 結 当 期 利 益 97,351百万円 141,387百万円 229,206百万円 

１株当たり連結当期利益(円) 159.12 222.88 350.15 

１ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) 0 66.49 0.00 

（注） 上記の「最近３年間の経営成績及び財政状態」に記載の金額は、便宜上、2020年３月期は、

2020年３月31日現在の外国為替相場の仲値である１豪ドル＝66.09円、2021年３月期は、

2021年３月31日現在の外国為替相場の仲値である１豪ドル＝84.36円、2022年３月期は、

2022年３月31日現在の外国為替相場の仲値である１豪ドル＝92.00円、に換算し記載して

おります。 

 

（２） 割当予定先を選定した理由 

当社は、直接金融からの調達のみならず、間接金融からの調達も含め、複数の調達先からの提案を

もとに資金調達方法を検討してまいりました。その中で、2021 年 12 月に、当社は、割当予定先の斡

旋を行うマッコーリーキャピタル証券会社（所在地：東京都千代田区紀尾井町４番１号・代表者：渡

邊 琢二、割当予定先の関連会社であります。）を通じて、割当予定先に対する資金調達の提案を受け

ました。マッコーリーキャピタル証券会社及び割当予定先からの資金調達のストラクチャー・基本条

件の提案、その後の面談の過程で設計されたスキームが、当社の資金調達ニーズを満たすものである

と判断し、2022年４月、最終的な割当予定先の選定に至りました。また、当社は、割当予定先のこれ

までのグローバルな活動及び実績や保有方針等を総合的に勘案し、その結果、本新株予約権の第三者

割当の割当予定先として適切と判断いたしました。 

（注）割当予定先に対する本新株予約権の発行は、日本証券業協会会員であるマッコーリーキャピタ

ル証券会社の斡旋を受けて行われるものであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等

の取扱いに関する規則」の適用を受けて募集が行われるものです。 

 

（３） 割当予定先の保有方針 

当社と割当予定先の担当者との協議において、割当予定先が本新株予約権の行使により取得する当

社普通株式について、継続保有及び預託に関する取決めはなく、割当予定先が、適宜判断の上、比較

的短期間で市場売却を目標とするものの、運用に際しては市場への影響を常に留意する方針であるこ

とを口頭にて確認しております。なお、本買取契約において、当社取締役会による事前の承認がない限り

本新株予約権を譲渡できないこととしておりますが、当社は、割当予定先が本新株予約権を第三者へ譲渡

する予定がない旨を口頭で確認しております。 

 

（４） 割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、割当予定先の 2022 年３月期のアニュアルレポート（豪州の平成 13 年（2001 年）会社法

（英名：Corporations Act 2001）に基づく資料）により、2022年３月 31日現在の割当予定先単体の

現金及び現金同等物が 64,678百万豪ドル（円換算額：5,950,376百万円、参照為替レート：92.00円

（株式会社三菱 UFJ銀行 2022年３月 31日時点仲値））であることを確認しております。以上により、

同社の資金等の状況については、本新株予約権の払込期日時点において要する資金（4,330,000 円）

及び本新株予約権の行使に際して要する資金（1,400,000,000円）について十分な資金を有しており、

本新株予約権の発行に係る払込み及び行使に要する財産の存在は確実なものと判断しております。な

お、2022年４月１日以降、割当予定先において、その財務状況に大きな変更がないことを口頭で確認

しています。 

 

（５） 株券貸借に関する契約 

本新株予約権の発行に伴い、割当予定先は、当社代表取締役村井雄司の資産管理会社であるフュー

チャー株式会社（本店所在地：大分県大分市東大道２丁目４番５-1409 号、代表取締役：村井雄司）
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より当社普通株式について借株（貸借株数上限：1,000,000 株）を行う予定です。割当予定先は、割

当予定先が本新株予約権の行使により取得する当社普通株式の数量の範囲内で行う売付け以外を目

的として、当社普通株式の借株は行いません。 

 

（６） ロックアップについて 

本買取契約において、以下の内容が合意される予定です。 

①本新株予約権の行使期間の満了日、②当該満了日以前に本新株予約権の全部の行使が完了した場

合には、当該行使が完了した日、③当社が割当予定先の保有する本新株予約権の全部を取得した日、

及び④本契約が解約された日のいずれか先に到来する日までの間、当社は、割当予定先の事前の書面

による同意がない限り、株式、新株予約権又はこれらに転換し若しくはこれらを取得する権利が付与

された証券を発行できません。但し、①本新株予約権の発行及び本新株予約権の行使による当社の株

式の交付、②株式分割又は株式無償割当てに伴う当社の株式の交付、③吸収分割、株式交換及び合併

に伴う当社の株式の交付、④当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とする

ストック・オプション及び譲渡制限付株式を発行する場合（当該ストック・オプションの行使により

株式を発行する場合を含みます。）、及び⑤当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既存の提

携に限らず、新規又は潜在的な提携を含みます。）の一環として又はこれに関連して当該他の事業会

社に対してこれらの証券を発行する場合（当該事業会社が金融会社若しくは貸金業者でなく、また、

当社に対する金融を提供することを主たる目的として業務上の提携を行うものでもない場合に限り

ます。）を除きます。 

 

（７） 割当予定先の実態 

割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドは、マッコーリー・ビーエイチ・ピーティー

ワイ・リミテッドの 100％子会社であり、マッコーリー・ビーエイチ・ピーティーワイ・リミテッド

は、オーストラリア証券取引所（ASX）に上場し、オーストラリアの銀行規制機関であるオーストラリ

ア健全性規制庁 APRA（Australian Prudential Regulation Authority）の監督及び規制を受けており

ますマッコーリー・グループ・リミテッドの 100％子会社であります。また、マッコーリー・グルー

プは、金融行為規制機構（Financial Conduct Authority）及び健全性監督機構（Prudential Regulation 

Authority）の規制を受ける英国の銀行であるマッコーリー・バンク・インターナショナルも傘下にお

いております。日本においては、割当予定先の関連会社であるマッコーリーキャピタル証券会社が第

一種金融商品取引業の登録を受け、金融庁の監督及び規制を受けております。以上のような、割当予

定先の属するグループが諸外国の監督及び規制のもとにある事実について、当社は割当予定先の担当

者との面談によるヒアリング及び APRA ホームページ、割当予定先のアニュアルレポート等で確認し

ております。また、割当予定先、当該割当予定先の役員及び主要株主(主な出資者)が反社会的勢力と

は一切関係がないことについて、割当予定先からその旨を証する書面を受領し確認しております。以

上から、割当予定先並びにその役員及び主要株主が反社会的勢力とは関係ないものと判断しており、

その旨の確認書を東京証券取引所に提出しております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（2021年 12月 31日現在） 

村井 雄司 13.75％ 

イノベーション株式会社 9.62％ 

モバイルクリエイト株式会社 6.15％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5.51％ 

ＦＩＧ従業員持株会 3.75％ 

フューチャー株式会社 3.21％ 

株式会社大分銀行 1.92％ 

青木 義行 1.28％ 

株式会社インターネットイニシアティブ 1.28％ 

第一交通産業株式会社 1.28％ 
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（注）１．募集前の持株比率は、2021年 12月 31日現在の株主名簿に記載された数値を基準に作成し

ております。 

２．割当予定先による本新株予約権の保有目的は純投資であり、割当予定先は、取得した当社

普通株式を売却する可能性があるとのことです。したがって、割当予定先による当社普通

株式の長期保有は約束されておりませんので、割当後の持株比率の記載はしておりません。 

３．上記の割合は、小数点以下第３位を四捨五入して算出しております。 

４．割当予定先が第２回新株予約権を行使した場合、自己株式を優先的に充当する予定です。 

 

８．今後の見通し 

今回のファイナンスにより調達した資金を、上記「３. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期

（２)調達する資金の具体的な使途」に記載の使途に充当することにより、一層の事業拡大、収益の向

上及び財務体質の強化につながるものと考えております。 

なお、2022年６月３日に公表した 2022年 12月期の通期連結業績予想に変更はありませんが、本新

株予約権が行使され調達資金の使途に充当すること等により、今期業績予想の見直しが必要となった

場合には速やかにお知らせいたします。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

今般の第三者割当は、①希薄化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないこ

と（本新株予約権全てが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではない

こと）から、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 432条に定める独立第三者からの意見入手

及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

１０． 最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１） 最近３年間の業績（連結） 

 2019年 12月期 2020年 12月期 2021年 12月期 

売 上 高 9,504百万円 10,333 百万円 12,264百万円 

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 （ △ ） 47百万円 △284百万円 566百万円 

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 （ △ ） 73百万円 △256百万円 573百万円 

親会社株主に帰属する当期純利益 52百万円 169 百万円 441百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 1.87円 5.84円 15.12円 

１ 株 当 た り 配 当 金 5.00円 5.00円 5.00円 

１ 株 当 た り 純 資 産 274.46円 280.05 円 298.42円 

 

（２） 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況 

 株式数 発行済株式数に

対する比率 

発 行 済 株 式 数 31,300,315 株 100.00％ 

現時点での転換価額（行使価額）における潜在株式数 402,200 株 1.28％ 

下限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数 - - 

上限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数 - - 
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（３） 最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 
 2019年 12月期 2020年 12月期 2021年 12月期 

始値 303円 305円 265円 

高値 380円 323円 393円 

安値 288円 163円 252円 

終値 307円 268円 325円 

 

② 最近６か月間の状況 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

始値 328 円 275円 283円 293円 281円 306円 

高値 333 円 314円 301円 300円 314円 336円 

安値 260 円 264円 263円 273円 277円 297円 

終値 275 円 279円 293円 282円 310円 308円 

（注）６月の株価については、2022年６月 24日現在で表示しております。 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 
 2022年６月 24日 

始値 307円 

高値 311円 

安値 305円 

終値 308円 

 

（４） 最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

第三者割当による自己株式の処分に係る募集 

処 分 期 日 2020年７月８日 

処 分 方 法 （ 処 分 先 ） 第三者割当による処分（青木義行） 

調 達 資 金 の 額 112,000千円 

処 分 価 額 １株につき 281円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
31,084,515株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
400,000株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
31,084,515株 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
株式会社プライムキャストの完全子会社化に伴う株式取得代金 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
2020年７月８日 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 

株式会社プライムキャストの完全子会社化に伴う株式取得代金に

調達した資金の全額を充当しております。 

 

以上  



  

14 

 

（別紙） 

FIG株式会社第 2回新株予約権 

発行要項 

1．本新株予約権の名称 

FIG株式会社第 2回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

2．申込期間 

2022年 7月 13日 

3．割当日 

2022年 7月 13日 

4．払込期日 

2022年 7月 13日 

5．募集の方法 

第三者割当の方法により、全ての本新株予約権をマッコーリー・バンク・リミテッドに割り当てる。 

6．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 2,000,000 株（本新株予約権１

個当たりの目的である株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 100株）とする。但し、下記第(2)号

乃至第(5)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後

割当株式数に応じて調整される。 

(2) 当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合に

は、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率 

(3) 当社が第 11項の規定に従って行使価額（以下に定義する｡）の調整を行う場合（但し、株式分割等

を原因とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11項

に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

 

(4) 本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第 11項第

(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日と

する。 

(5) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予

約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、

調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、

第 11 項第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

 7．本新株予約権の総数 

20,000個 
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8．各本新株予約権の払込金額 

新株予約権１個当たり金 200円 

9．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数

を乗じた額とする。 

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」と

いう｡）は、400円とする。但し、行使価額は第 11項に定める調整を受ける。 

10．行使価額の修正 

行使価額の修正は行わない。 

11．行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式の総数

に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」

という｡）をもって行使価額を調整する。 

 

 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行

株式数 
＋ 

新発行・処

分株式数 
× 

1株当たりの

払込金額 

1株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次

に定めるところによる。 

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、当社の役員及び従業

員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分

する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取

得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交

付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

②株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額調整式

で使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株式数をいうものとする｡ 

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請

求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求で

きる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、当社の

役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプションを発行する場

合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件

で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の

場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 
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④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む｡）の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場

合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行

使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日か

ら当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方

法により、当社普通株式を追加的に交付する。 

株式数 ＝ 

調整前 

行使価額 
－ 

調整後 

行使価額 
× 

調整前行使価額により 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が 1 円未満にとどま

る場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使

価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を

差し引いた額を使用する。 

(4) ①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第 2 位まで算出し、小数第 2 位を四捨五入す

る。 

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤の

場合は基準日）に先立つ 45取引日目に始まる 30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満

小数第 2位まで算出し、小数第 2位を四捨五入する。 

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所にお

いて当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があっ

た場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。 

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前

の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除

した数とする。また、上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、

基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとす

る｡ 

(5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株

予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

①株式の併合、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

②その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必

要とするとき。 

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額並びにその適用開始日
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その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2022年 7月 14日から 2024年 7月 16日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日

の翌日以降、会社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って 15 取引日前までに通知をしたうえで、当社

取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たりその払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を

除く。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽

選その他の合理的な方法により行うものとする。本要項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社によ

る本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約権者が得たい

かなる情報も、金融商品取引法第 166条第 2項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、当社が当

該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。 

(2) 当社は、当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）をする場合、株式交換若しくは株

式移転により他の会社の完全子会社となることにつき株主総会で承認決議した場合又は東京証券取引

所において当社の普通株式の上場廃止が決定された場合、会社法第 273 条の規定に従って 15 取引日前

までに通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たりその払込金額と同

額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。本要項の他のいかな

る規定にもかかわらず、当社による本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得

に関して本新株予約権者が得たいかなる情報も、金融商品取引法第 166条第 2項に定める未公表の重要

事実を構成しないよう、当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。 

(3) 当社は、第 12項記載の本新株予約権を行使することができる期間の末日（休業日である場合には、

その直前営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除

く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。  

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の定

めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額よ

り増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使する場合、第 12項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 19

項記載の行使請求受付場所に対し、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額の全額を、現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込

むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求は、第 19項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事

項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める

口座に入金された日時に効力が発生する。 

17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 
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18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当予定先との間で締結される買取契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格

算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性及び

株価変動性（ボラティリティ）、当社に付与されたコール・オプション、割当予定先の権利行使行動及び

割当予定先の株式保有動向等について一定の前提を置いて第三者算定機関が評価した結果を参考に、本

新株予約権 1個の払込金額を第 8項に記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額は第 9項に記載のとおりとした。 

19．行使請求受付場所 

FIG株式会社 業務部 

20．払込取扱場所 

三井住友信託銀行株式会社 福岡支店 

21．その他 

(1) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(2) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

以上  
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別紙 2 

本第 3回新株予約権の発行要項 

 

FIG株式会社第 3回新株予約権 

発行要項 

1．本新株予約権の名称 

FIG株式会社第 3回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

2．申込期間 

2022年 7月 13日 

3．割当日 

2022年 7月 13日 

4．払込期日 

2022年 7月 13日 

5．募集の方法 

第三者割当の方法により、全ての本新株予約権をマッコーリー・バンク・リミテッドに割り当てる。 

6．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 500,000 株（本新株予約権１個

当たりの目的である株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 100株）とする。但し、下記第(2)号乃

至第(5)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割

当株式数に応じて調整される。 

(2) 当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合に

は、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率 

(3) 当社が第 11項の規定に従って行使価額（以下に定義する｡）の調整を行う場合（但し、株式分割等

を原因とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11項

に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

 

(4) 本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第 11項第

(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日と

する。 

(5) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予

約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、

調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、

第 11 項第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。 
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7．本新株予約権の総数 

5,000個 

8．各本新株予約権の払込金額 

新株予約権１個当たり金 45円 

9．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数

を乗じた額とする。 

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」と

いう｡）は、550円とする。但し、行使価額は第 11項に定める調整を受ける。 

10．行使価額の修正 

 行使価額の修正は行わない。 

11．行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式の総数

に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」

という｡）をもって行使価額を調整する。 

 

 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行

株式数 
＋ 

新発行・処

分株式数 
× 

1株当たりの

払込金額 

1株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次

に定めるところによる。 

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、当社の役員及び従業

員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分

する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取

得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交

付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

②株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額調整式

で使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株式数をいうものとする｡ 

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請

求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求で

きる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、当社の

役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプションを発行する場

合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件
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で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の

場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む｡）の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場

合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行

使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日か

ら当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法

により、当社普通株式を追加的に交付する。 

株式数 ＝ 

調整前 

行使価額 
－ 

調整後 

行使価額 
× 

調整前行使価額により 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が 1 円未満にとどま

る場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使

価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を

差し引いた額を使用する。 

(4) ①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第 2 位まで算出し、小数第 2 位を四捨五入す

る。 

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤の

場合は基準日）に先立つ 45取引日目に始まる 30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満

小数第 2位まで算出し、小数第 2位を四捨五入する。 

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所にお

いて当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があっ

た場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。 

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前

の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除

した数とする。また、上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、

基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとす

る｡ 

(5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株

予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

①株式の併合、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

②その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必

要とするとき。 

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出
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にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額並びにその適用開始日

その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2022年 7月 14日から 2024年 7月 16日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日

の翌日以降、会社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って 15 取引日前までに通知をしたうえで、当社

取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たりその払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を

除く。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽

選その他の合理的な方法により行うものとする。本要項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社によ

る本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約権者が得たい

かなる情報も、金融商品取引法第 166条第 2項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、当社が当

該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。 

(2) 当社は、当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）をする場合、株式交換若しくは株

式移転により他の会社の完全子会社となることにつき株主総会で承認決議した場合又は東京証券取引

所において当社の普通株式の上場廃止が決定された場合、会社法第 273 条の規定に従って 15 取引日前

までに通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たりその払込金額と同

額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。本要項の他のいかな

る規定にもかかわらず、当社による本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得

に関して本新株予約権者が得たいかなる情報も、金融商品取引法第 166条第 2項に定める未公表の重要

事実を構成しないよう、当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。 

(3) 当社は、第 12項記載の本新株予約権を行使することができる期間の末日（休業日である場合には、

その直前営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除

く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の定

めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額よ

り増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使する場合、第 12項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 19

項記載の行使請求受付場所に対し、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額の全額を、現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込

むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求は、第 19項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事

項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める

口座に入金された日時に効力が発生する。 
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17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当予定先との間で締結される買取契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格

算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性及び

株価変動性（ボラティリティ）、当社に付与されたコール・オプション、割当予定先の権利行使行動及び

割当予定先の株式保有動向等について一定の前提を置いて第三者算定機関が評価した結果を参考に、本

新株予約権 1個の払込金額を第 8項に記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額は第 9項に記載のとおりとした。 

19．行使請求受付場所 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

20．払込取扱場所 

三井住友信託銀行株式会社 福岡支店 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について

同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定

める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町 7番 1号 

23．その他 

(1) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(2) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

以上 
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別紙 3 

本第 4回新株予約権の発行要項 

 

FIG株式会社第 4回新株予約権 

発行要項 

1．本新株予約権の名称 

FIG株式会社第 4回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

2．申込期間 

2022年 7月 13日 

3．割当日 

2022年 7月 13日 

4．払込期日 

2022年 7月 13日 

5．募集の方法 

第三者割当の方法により、全ての本新株予約権をマッコーリー・バンク・リミテッドに割り当てる。 

6．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 500,000 株（本新株予約権１個

当たりの目的である株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 100株）とする。但し、下記第(2)号乃

至第(5)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割

当株式数に応じて調整される。 

(2) 当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合に

は、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率 

(3) 当社が第 11項の規定に従って行使価額（以下に定義する｡）の調整を行う場合（但し、株式分割等

を原因とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11項

に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

 

(4) 本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第 11項第

(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日と

する。 

(5) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予

約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、

調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、

第 11 項第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。 
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 7．本新株予約権の総数 

5,000個 

8．各本新株予約権の払込金額 

新株予約権１個当たり金 21円 

9．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数

を乗じた額とする。 

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」と

いう｡）は、650円とする。但し、行使価額は第 11項に定める調整を受ける。 

10．行使価額の修正 

行使価額の修正は行わない。 

11．行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式の総数

に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」

という｡）をもって行使価額を調整する。 

 

 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行

株式数 
＋ 

新発行・処

分株式数 
× 

1株当たりの

払込金額 

1株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次

に定めるところによる。 

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、当社の役員及び従業

員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分

する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取

得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交

付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

②株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額調整式

で使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株式数をいうものとする｡ 

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請

求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求で

きる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、当社の

役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプションを発行する場

合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件
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で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の

場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む｡）の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場

合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行

使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日か

ら当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法

により、当社普通株式を追加的に交付する。 

株式数 ＝ 

調整前 

行使価額 
－ 

調整後 

行使価額 
× 

調整前行使価額により 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が 1 円未満にとどま

る場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使

価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を

差し引いた額を使用する。 

(4) ①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第 2 位まで算出し、小数第 2 位を四捨五入す

る。 

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤の

場合は基準日）に先立つ 45取引日目に始まる 30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満

小数第 2位まで算出し、小数第 2位を四捨五入する。 

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所にお

いて当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があっ

た場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。 

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前

の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除

した数とする。また、上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、

基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとす

る｡ 

(5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株

予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

①株式の併合、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

②その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必

要とするとき。 

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出



  

27 

 

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額並びにその適用開始日

その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2022年 7月 14日から 2024年 7月 16日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日

の翌日以降、会社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って 15 取引日前までに通知をしたうえで、当社

取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たりその払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を

除く。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽

選その他の合理的な方法により行うものとする。本要項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社によ

る本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約権者が得たい

かなる情報も、金融商品取引法第 166条第 2項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、当社が当

該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。 

(2) 当社は、当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）をする場合、株式交換若しくは株

式移転により他の会社の完全子会社となることにつき株主総会で承認決議した場合又は東京証券取引

所において当社の普通株式の上場廃止が決定された場合、会社法第 273 条の規定に従って 15 取引日前

までに通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たりその払込金額と同

額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。本要項の他のいかな

る規定にもかかわらず、当社による本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得

に関して本新株予約権者が得たいかなる情報も、金融商品取引法第 166条第 2項に定める未公表の重要

事実を構成しないよう、当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。 

(3) 当社は、第 12項記載の本新株予約権を行使することができる期間の末日（休業日である場合には、

その直前営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除

く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の定

めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額よ

り増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使する場合、第 12項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 19

項記載の行使請求受付場所に対し、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額の全額を、現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込

むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求は、第 19項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事

項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める

口座に入金された日時に効力が発生する。 
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17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当予定先との間で締結される買取契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格

算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性及び

株価変動性（ボラティリティ）、当社に付与されたコール・オプション、割当予定先の権利行使行動及び

割当予定先の株式保有動向等について一定の前提を置いて第三者算定機関が評価した結果を参考に、本

新株予約権 1個の払込金額を第 8項に記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額は第 9項に記載のとおりとした。 

19．行使請求受付場所 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

20．払込取扱場所 

三井住友信託銀行株式会社 福岡支店 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について

同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定

める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町 7番 1号 

23．その他 

(1) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(2) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

以上 


